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規 則

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年６月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第６１号

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則
北海道税条例施行規則（昭和２９年北海道規則第９８号）の一部を次のように改正する。
第１４条の３第２項中「第３２条の４第２項」を「第３２条の２第２項」に、「第３２条の５第２
項」を「第３２条の３第２項」に改める。
別記第５１号様式の４末尾欄外注意１の事項を次のように改める。
注意１ 次の書類を添付してください。

� 住宅を取得した日を証する書類（売買契約書の写し及び売買代金の領収書の
写し、贈与契約書の写しなど）。ただし、所有権の移転の登記がされている場
合は不要

� 住宅の新築日を証する次のいずれかの書類
ア 住宅用家屋証明書（新築年月日の記載があるもの）

イ 住宅の登記事項証明書（全部事項証明書（建物）など）
� 一定の耐震基準に適合していることが証明された住宅（住宅を取得した日の
前２年以内に、調査が終了し、又は評価されたものに限る。）を取得した場合
は、次のいずれかの書類
ア 耐震基準適合証明書
イ 住宅性能評価書の写し

� 自己の居住を証する書類（住民票の写し、運転免許証の写しなど）
� 取得した住宅が併用住宅（店舗兼住宅など）の場合は、各階平面図の写し
� その他総合振興局長等が指示する書類

別記第５４号様式（裏）中「取得した土地の売買契約書の写し及び売買代金領収書の写し」
を「土地を取得した日を証する書類（売買契約書の写し及び売買代金の領収書の写し、贈与
契約書の写しなど）。ただし、所有権の移転の登記がされている場合は不要」に、「取得し
た土地と住宅の売買契約書の写し及び売買代金領収書の写し」を「土地及び住宅を取得した
日を証する書類（売買契約書の写し及び売買代金の領収書の写し、贈与契約書の写しなど）。
ただし、所有権の移転の登記がされている場合は不要」に、「、検査済証」を「、確認済証」
に、「住民票」を「住民票の写し」に、「証明されたもの」を「、調査が終了し、又は評価
されたもの」に、「住宅性能評価書の写し」を「耐震基準適合証明書」に、「耐震基準適合
証明書」を「住宅性能評価書の写し」に改める。
別記第５５号様式末尾欄外注意２�の事項を次のように改める。

� 土地を取得した日を証する書類（売買契約書の写し及び売買代金の領収書の
写し、贈与契約書の写しなど）。ただし、所有権の移転の登記がされている場
合は不要

別記第５７号様式の２の２中「９６９円」を「１，５０４円」に、「４６１円」を「７１６円」に改める。
附 則

１ この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。ただし、別記第５１号様式の４、別記第５４
号様式及び別記第５５号様式の改正規定は、公布の日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道税条例施行規則の規定に基づい
て作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の北海道税条例施行
規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。

特定地域等における道税の課税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
平成２２年６月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第６２号
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特定地域等における道税の課税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則
特定地域等における道税の課税の特例に関する条例施行規則（昭和６０年北海道規則第２８号）
の一部を次のように改正する。
第６条第１号中「、第７２条の２９第１項、第７２条の３０第１項又は第７２条の３１第１項」を「又
は第７２条の２９第１項若しくは第３項」に改める。
附則第８項を附則第１１項とし、附則第７項の次に次の３項を加える。
８ 平成２２年４月１日から特定地域等における道税の課税の特例に関する条例の一部を改正
する条例（平成２２年北海道条例第３６号）の施行の日（以下この項から附則第１０項までにお
いて「施行日」という。）から起算して２月を経過する日の前日までの間において、過疎
地域特別償却設備を新設し、又は増設した者に係る第４条の規定による申請の期限は、同
条の規定にかかわらず、施行日から起算して２月を経過する日とする。
９ 平成２２年４月１日以後に過疎地域特別償却設備を新設し、又は増設した者について、第
６条の規定による申請の期限が施行日から起算して２月を経過する日の前日までに到来す
る場合にあっては、当該申請の期限は、同条の規定にかかわらず、施行日から起算して２
月を経過する日とする。

１０ 平成２２年３月３１日以前に条例第３条第１項の規定により指定を受けた者に係る第６条の
規定による申請（条例第７条から第９条までの規定による課税免除に係るものに限る。）
の期限が、同年４月１日から施行日から起算して２月を経過する日の前日までに到来する
場合にあっては、当該申請の期限は、第６条の規定にかかわらず、施行日から起算して２
月を経過する日とする。
附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第６条第１号の改正規定は、平成２２年１０月
１日から施行する。

訓 令

北海道訓令第１８号

本 庁
出 先 機 関

北海道職員失業者退職手当支給規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２２年６月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道職員失業者退職手当支給規程の一部を改正する訓令

北海道職員失業者退職手当支給規程（昭和５０年北海道訓令第２１号）の一部を次のように改
正する。

第１７条第１項中「第５６条の２第１項第１号イ」を「第５６条の３第１項第１号イ」に改める。
別記第１号様式末尾欄外失業者の退職手当受給資格票記載上の注意事項の所属長の記載心
得の記載上の注意の事項中「第３８条第１項各号のいずれか」を「第３８条第１項に規定する短
期雇用特例被保険者」に改める。

附 則

この訓令は、平成２２年６月２９日から施行する。

北海道訓令第１９号

本 庁
出 先 機 関

北海道職員の育児休業等に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２２年６月２９日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道職員の育児休業等に関する規程の一部を改正する訓令

北海道職員の育児休業等に関する規程（平成４年北海道訓令第４号）の一部を次のように
改正する。
第４条第１項第５号を削る。
第５条中「第５条第２号に掲げる」を「第５条に規定する」に改める。
第１０条第１項第４号を削る。
別記第１号様式中
「

」

を

１ 請求に係る子 ２ 職員以外の当該子の親

氏 名 氏 名

生 年 月 日 年 月 日生 子との同・別居 □ 同居 □ 別居

職員との続柄 就 業 の 有 無 □ 有 □ 無

「

」

１ 請求に係る
子

氏 名

続 柄

生 年 月 日 年 月 日生

に、

「３ 請求の内容」を「２ 請求の内容」に、「４ 請求の期間」を「３ 請求の期間」に、
「

」
を
「

」
５ 既に承認さ ４ 既に承認さ に、「６ 備 考」を「５ 備

考」に改め、同様式末尾欄外（注）２の事項中「６ 備考」を「５ 備考」に改め、「養育
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する場合」の次に「（当該請求に係る子の出生の日から５７日間に、職員（当該期間内に北海道
職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成１０年北海道人事委員会規則１３－４２）第１１条第１
項第１０号に規定する産後休暇により勤務しなかった職員を除く。）が当該請求に係る子につい
て最初の育児休業をする場合を除く。）」を加える。
別記第２号様式中
「

」

を

４ 配偶者の養育計画

配 偶 者 の 氏 名

養 育 予 定 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

子を養育するための方法 □育児休業 □育児短時間勤務
□育児休業以外の休業・休暇 □その他（ ）

５ 備 考

「

」
に４ 備 考

改め、同様式末尾欄外（注）３の事項を削り、同（注）４の事項中「４まで」を「３まで」
に改め、同事項を同（注）３の事項とし、同（注）５の事項を同（注）４の事項とする。

「□ 育児休業等に係る子を配偶者が養育できることとなった
別記第３号様式中 を「□

□ 産前産後の休暇を取得した 」
産前産後の休暇を取得した」に改める。
別記第４号様式中
「

」

を

１ 請求に係る子 ２ 職員以外の当該子の親

氏 名 氏 名

生 年 月 日 年 月 日生 子との同・別居 □ 同居 □ 別居

職員との続柄 就 業 の 有 無 □ 有 □ 無

「

」

１ 請求に係る
子

氏 名

続 柄

生 年 月 日 年 月 日生

に、

「３ 請求の内容」を「２ 請求の内容」に、「４ 請求の期間」を「３ 請求の期間」に、
「

」
を
「

「５ 勤務の形態」を「４ 勤務の形態」に、 ６ 既に承認さ ５ 既に承認

」
に、「７ 備 考」を「６ 備 考」に改め、同様式末尾欄外（注）２の事さ

項中「７ 備考欄」」を「６ 備考」欄」に改め、同（注）３の事項中「７ 備考」を「６
備考」に改める。
別記第５号様式中
「

」

を

１ 請求に係る子 ２ 職員以外の当該子の親

氏 名 氏 名

生 年 月 日 年 月 日生 子との同・別居 □ 同居 □ 別居

職員との続柄 就 業 の 有 無 □ 有 □ 無

「

」

１ 請求に係る
子

氏 名

続 柄

生 年 月 日 年 月 日生

に、

「

」
を
「

」
３ 請求期間及 ２ 請求期間及 に、「４ 備 考」を「３ 備

考」に改め、同様式末尾欄外（注）２の事項を削り、同（注）３の事項を同（注）２の事
項とする。

「□ 休業に係る子を配偶者が養育できることとなった
別記第６号様式中 を「□ 休

□ 休業に係る子が死亡した 」
業に係る子が死亡した」に改める。

附 則

１ この訓令は、平成２２年６月３０日から施行する。
２ この訓令の施行の際現にこの訓令による改正前の北海道職員の育児休業等に関する規程
の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この訓令による改正後の北
海道職員の育児休業等に関する規程の規定にかかわらず、当分の間使用することを妨げな
い。

道 人 事 委 員 会 規 則

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年６月２９日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
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北海道人事委員会規則１３－７３

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則１３－４２）の一部を次
のように改正する。
第３条の２第１項第１号を次のように改める。
� 小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が当該子を養育する場合
第３条の２第１項第３号中「以下」の次に「この号及び第５条の１１において」を加える。
第５条の３を次のように改める。
（早出遅出勤務をすることができる職員）
第５条の３ 条例第９条の３第１項第２号の人事委員会規則で定める職員は、児童福祉法（昭
和２２年法律第１６４号）第６条の２第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う施設に
その子（当該放課後児童健全育成事業により育成されるものに限る。）を出迎えるために
赴く職員とする。
第５条の６中「同条第３項」を「同条第４項」に改める。
第５条の９第１項中「（条例第９条の４第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）
に規定する勤務をいう。以下同じ。）の制限を請求しよう」を「の制限の請求（条例第９条
の４第２項又は第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定による請求をい
う。以下同じ。）をしよう」に改め、同項に後段として次のように加える。
この場合において、同条第２項の規定による請求に係る期間と同条第３項の規定による
請求に係る期間とが重複しないようにしなければならない。
第５条の９第２項中「（条例第９条の４第２項（同条第３項において準用する場合を含
む。）の規定による請求をいう。以下同じ。）」を削り、同条第３項中「（同条第３項」を
「又は第３項（同条第４項」に改める。
第５条の１０第１項第３号中「第９条の４第２項」の次に「又は第３項」を加え、同条第２
項第２号中「子が」の次に「、条例第９条の４第２項の規定による請求にあっては３歳に、
同条第３項の規定による請求にあっては」を加える。
第５条の１１中「同条第２項中「次の」とあるのは「前項」を「第５条の９第１項中「第９
条の４第２項又は第３項」とあるのは「第９条の４第３項」と、「ならない。この場合にお
いて、同条第２項の規定による請求に係る期間と同条第３項の規定による請求に係る期間と
が重複しないようにしなければならない」とあるのは「ならない」と、前条第２項中「次の
各号」とあるのは「前項各号」に改める。
第５条の１２中「時間外勤務」の次に「（条例第９条の４第２項に規定する勤務をいう。）」
を加える。
第１１条第１項第１５号中「子を含む」の次に「。以下この号において同じ」を加え、「又は」
を「若しくは」に、「を行うことをいい、その子に健康診査等で人事委員会が定めるものを

受けさせる際これに付き添うことを含む」を「又は疾病の予防を図るために必要なものとし
て人事委員会が定めるその子の世話を行うことをいう」に改め、「５日」の次に「（その養
育する中学校就学の始期に達するまでの子が２人以上の場合にあっては、１０日）」を加え、
同項中第２２号を第２３号とし、第１６号から第２１号までを１号ずつ繰り下げ、第１５号の次に次の
１号を加える。
� 短期介護休暇 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。
以下この号において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他人事委員会が定める者で
負傷、疾病又は老齢により人事委員会が定める期間にわたり日常生活を営むのに支障が
ある者（以下この号において「要介護者」という。）の介護その他の人事委員会が定め
る世話を行う職員が、当該世話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場
合 一の年において５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期
間
第１１条第２項中「、第１３号、第１４号及び第１５号」を「及び第１３号から第１６号まで」に改め、
同条第３項中「第１６号及び第１７号」を「第１７号及び第１８号」に改め、同条第４項中「第１５号」
を「第１６号」に改め、同条第６項中「第１項第１５号」の次に「及び第１６号」を加える。

附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成２２年６月３０日から施行する。
（経過措置）
２ この規則の施行の日前に使用されたこの規則による改正前の北海道職員の勤務時間、休
暇等に関する規則第１１条第１項第１５号の休暇については、この規則による改正後の北海道
職員の勤務時間、休暇等に関する規則第１１条第１項第１５号の休暇として使用されたものと
みなす。

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年６月２９日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１３－７４

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則１３－４３）の一部
を次のように改正する。
第３条の２第１項第１号を次のように改める。
� 小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が当該子を養育する場合
第３条の２第１項第３号中「以下」の次に「この号及び第５条の１１において」を加える。
第５条の見出しを「（宿日直勤務及び時間外勤務）」に改める。
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第５条の３を次のように改める。
（早出遅出勤務をすることができる職員）
第５条の３ 条例第９条の３第１項第２号の人事委員会規則で定める学校職員は、児童福祉
法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う
施設にその子（当該放課後児童健全育成事業により育成されるものに限る。）を出迎える
ために赴く職員とする。
第５条の６中「同条第３項」を「同条第４項」に改める。
第５条の９第１項中「（条例第９条の４第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）
に規定する勤務をいう。以下同じ。）の制限を請求しよう」を「の制限の請求（条例第９条
の４第２項又は第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定による請求をい
う。以下同じ。）をしよう」に改め、同項に後段として次のように加える。
この場合において、同条第２項の規定による請求に係る期間と同条第３項の規定による
請求に係る期間とが重複しないようにしなければならない。
第５条の９第２項中「（条例第９条の４第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）
の規定による請求をいう。以下同じ。）」を削り、同条第３項中「（同条第３項」を「又は第
３項（同条第４項」に改める。
第５条の１０第１項第３号中「第９条の４第２項」の次に「又は第３項」を加え、同条第２
項第２号中「子が」の次に「、条例第９条の４第２項の規定による請求にあっては３歳に、
同条第３項の規定による請求にあっては」を加える。
第５条の１１中「同条第２項中「次の」とあるのは「前項」を「第５条の９第１項中「第９
条の４第２項又は第３項」とあるのは「第９条の４第３項」と、「ならない。この場合にお
いて、同条第２項の規定による請求に係る期間と同条第３項の規定による請求に係る期間と
が重複しないようにしなければならない」とあるのは「ならない」と、前条第２項中「次の
各号」とあるのは「前項各号」に改める。
第５条の１２中「時間外勤務」の次に「（条例第９条の４第２項に規定する勤務をいう。）」
を加える。
第１１条第１項第１５号中「子を含む」の次に「。以下この号において同じ」を加え、「又は」
を「若しくは」に、「を行うことをいい、その子に健康診査等で人事委員会が定めるものを
受けさせる際これに付き添うことを含む」を「又は疾病の予防を図るために必要なものとし
て人事委員会が定めるその子の世話を行うことをいう」に改め、「５日」の次に「（その養
育する中学校就学の始期に達するまでの子が２人以上の場合にあっては、１０日）」を加え、
同項中第２２号を第２３号とし、第１６号から第２１号までを１号ずつ繰り下げ、第１５号の次に次の
１号を加える。
� 短期介護休暇 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。
以下この号において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他人事委員会が定める者で

負傷、疾病又は老齢により人事委員会が定める期間にわたり日常生活を営むのに支障が
ある者（以下この号において「要介護者」という。）の介護その他の人事委員会が定め
る世話を行う職員が、当該世話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場
合 一の年において５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期
間
第１１条第２項中「、第１３号、第１４号及び第１５号」を「及び第１３号から第１６号まで」に改め、
同条第３項中「第１６号及び第１７号」を「第１７号及び第１８号」に改め、同条第４項中「第１５号」
を「第１６号」に改め、同条第６項中「第１項第１５号」の次に「及び第１６号」を加える。

附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成２２年６月３０日から施行する。
（経過措置）
２ この規則の施行の日前に使用されたこの規則による改正前の北海道学校職員の勤務時
間、休暇等に関する規則第１１条第１項第１５号の休暇については、この規則による改正後の
北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則第１１条第１項第１５号の休暇として使用さ
れたものとみなす。

北海道職員等の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年６月２９日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１７－８

北海道職員等の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則
北海道職員等の育児休業等に関する規則（北海道人事委員会規則１７－０）の一部を次のよ
うに改正する。
第２条を削る。
第３条第１項第１号ア中「育児休業法」を「地方公務員の育児休業等に関する法律（平成
３年法律第１１０号）」に改め、同条を第２条とする。
第４条を第３条とし、第５条を第４条とし、第６条を第５条とする。
附 則

この規則は、平成２２年６月３０日から施行する。
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